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2024 年 3 月 8 日 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 

株式会社日立製作所 

 

三菱ＨＣキャピタルが日立と協働し、全社で生成 AIの本格利用を開始 

業務の効率化および新事業創出に向けたバリューアップを推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本プロジェクトの概要図 

 

三菱ＨＣキャピタル株式会社(代表取締役 社長執行役員:久井 大樹／以下、三菱ＨＣキャピタル)

は、株式会社日立製作所(執行役社長兼 CEO:小島 啓二／以下、日立)の Generative AI センター*1と

協働で、3 月 4 日より、三菱ＨＣキャピタル本体の約 2,200 名の従業員を対象に、生成 AI の本格利用

(以下、本プロジェクト)を開始しました。 

本プロジェクトは、三菱ＨＣキャピタルにおける、営業事務をはじめとするさまざまな業務への生成 AI の

適用により、その生産性の向上、ひいては成長の加速を図るものです。今回の運用開始にあたり、日立が

生成 AI のスペシャリストを集結した Generative AI センターが有するノウハウやユースケースなどのナレッジを

三菱ＨＣキャピタルに提供するとともに、両社で Azure OpenAI Service*2を活用したセキュアな生成 AI の

社内利用環境の整備や試行評価、ガイドライン作成などに取り組みました。また、ユースケースの具体化や

社内情報を取り込んだ知識データベースの構築、社内外システムなどとの連携も視野に、中長期的なロー

ドマップの策定など、導入効果の創出に向けた計画・立案を共同で進めてきました。 

三菱ＨＣキャピタルは、本プロジェクトの推進をもって、従業員による生成 AI の利用促進に加え、段階

的に入力可能なデータの範囲、量を拡大し、社内データと組み合わせた業務ナレッジを強化することで、営

業事務や審査業務、ヘルプデスク業務などにおける自動化、効率化を図ります。さらに、社外サービスの情

報を含めたシステムなどとの連携を促進することで、業務の効率化や新事業創出といった生成 AI によるバ

リューアップ(価値向上)をめざします。 
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*1 日立製作所ニュースリリース(2023 年 5 月 15 日発表)「新組織「Generative AI センター」により、生成 AI の社内外での利活用を推進し、

Lumada 事業での価値創出の加速と生産性向上を実現」 https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2023/05/0515.html 

*2 マイクロソフト社の Microsoft Azure のクラウドプラットフォーム上で OpenAI 社の AI が利用できるサービス。 

 

■本プロジェクトの背景 

2022年 11月に米国の OpenAI 社が ChatGPT を公開以降、加速度的に進化を遂げる生成 AIは大

きなパラダイムシフトをもたらし、生産性向上などの観点から、さまざまな業種や分野でビジネス活用に向け

た取り組みが始まっています。 

一方で、生成 AIのビジネス活用の実現にあたっては、セキュリティやプライバシー、回答精度などに課題が

あります。加えて、企業のなかで生成 AI を普及させるためには、利用環境の整備だけではなく、生成 AI を

適用した業務別のシステムの作り込みなど、より多くの人が容易に利用できるベースづくりが重要です。 

 

三菱ＨＣキャピタルは、「10 年後のありたい姿」に「未踏の未来へ、ともに挑むイノベーター」を掲げ、その

実現に向けて、デジタル技術の活用などによる「SX: Sustainability Transformation / DX: Digital 

Transformation」、ならびに最適なポートフォリオの実現をめざす「事業ポートフォリオ変革」を有機的に融

合することで、「CX: Corporate Transformation(全社的変革)」を推進しています。本プロジェクトは、DX

を通じた CX の実現に向けた重要な施策の一つです。 

日立は、2023 年 5 月に Generative AI センターを設立し、日立グループのさまざまな業務で生成 AI の

利用を推進しながら、生産性向上につながるノウハウの蓄積やユースケースの創出に取り組んでいます。また、

生成 AI の利用を検討されるお客さまに対して、AI の活用に関する知見やセキュリティ・知的財産などの専

門知識を組み合わせ、生成 AI による価値創出をトータルで支援しています。 

このような背景のもと、三菱ＨＣキャピタルは、金融機関における機密性の高い環境構築の実績に加え、

AI 倫理・プライバシー保護に基づいた利用ガイドラインや先進的なユースケースなど、生成 AI を安全かつ効

果的に社内で普及させるためのノウハウを有する日立をパートナーに、全従業員への展開に向けたプロジェク

トに取り組んできました。 

 

■本プロジェクトの実施内容 

1. 利用環境の整備やガイドライン作成など、生成 AI 活用の普及に向けた取り組み 

両社は、2023 年 10 月に本プロジェクトを開始し、三菱ＨＣキャピタル本体における生成 AI の普及に

向けて、利用環境やガイドラインの整備を進めてきました。具体的には、生成 AI による効果検証を速やか

に行うため、必要最小限の構成で標準的な機能の試行環境を構築し、2024 年 1 月以降、社内の特定

のユーザーでその機能の試行評価を実施しました。その後、そこで得られたフィードバックをもとに、リソースを拡

張するとともに、Azure OpenAI Service を活用した生成 AI の利用環境を構築し、このたび、三菱ＨＣキ

ャピタル本体における運用を開始したものです。 

また、より安全かつ効果的な生成 AI 活用を展開するため、日立が社内で運用する利用ガイドラインの

知見やノウハウも活用し、三菱ＨＣキャピタル本体の社内規定、法的要件などを踏まえた利用ガイドライン

を作成しています。 

https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2023/05/0515.html
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2. ユースケースの具体化など、生成 AI 活用によるバリューアップに向けた取り組み 

両社は、2023 年 10 月の本プロジェクト開始以降、環境整備と並行して、生成 AI 活用による価値創

出の最大化に向けた中長期的なロードマップを検討してきました。具体的には、生成 AI の活用ニーズに関

するヒアリングを行い、全業務共通の文章要約、ドキュメントのアウトライン作成補助、外国語の翻訳のほ

か、各業務領域におけるヘルプデスク対応、さらには、営業・審査部門の与信関連業務支援などの個別

業務に特化したユースケースを具体化し、ケースごとの期待効果や入力データ、実現難度などを踏まえ、優

先的に取り組むべき対象を整理しました。 

三菱ＨＣキャピタルは、日立との協働により、対象となるユースケースの業務データを取り込み、ナレッジを

強化した知識データベースを構築します。そのうえで、マニュアルなどの社内文書を踏まえた要約作成、社内

データ検索を容易にすることで、営業事務や審査業務などさまざまな業務の効率化を図ります。将来的には、

API 連携*3による社外サービスの情報も含めたデータ取得を可能とする、業務間連携の強化をめざします。 

*3 API 連携：アプリケーション・プログラミング・インターフェース(Application Programming Interface)の略。アプリケーションやシステム間でデータを

連携し、利用できる機能を拡張すること。 

 

■商標注記 

・Microsoft、Azure は、米国 Microsoft Corporation の米国およびその他の国における登録商標または

商標です。 

・その他記載の会社名、製品名は、各社の商標または登録商標です。 

 

■三菱ＨＣキャピタルグループについて 

三菱ＨＣキャピタルは、“未踏の未来へ、ともに挑むイノベーター”を「10 年後のありたい姿」に掲げ、その

実現にむけて、ファイナンスに加え、有形無形のアセットの潜在価値を最大限に引き出しつつ、それらを活用

したサービスや事業経営などに取り組むことで、「ビジネスモデルの進化、積層化」を進めていきます。 

わたしたちは、絶えず変化する社会やお客さまのニーズに応えるべく、地球環境に配慮し、独自性と進取

性のある事業を展開することで、明るく希望に満ちた未来社会、豊かな暮らしの実現に貢献していきます。 

詳しくは、三菱ＨＣキャピタルのウェブサイトをご覧ください。 

https://www.mitsubishi-hc-capital.com/ 

 

■日立製作所について 

日立は、データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現する社会イノベーション事業を推進しています。

お客さまの DX を支援する「デジタルシステム&サービス」、エネルギーや鉄道で脱炭素社会の実現に貢献す

る「グリーンエナジー&モビリティ」、幅広い産業でプロダクトをデジタルでつなぎソリューションを提供する「コネク

ティブインダストリーズ」の事業体制のもと、IT や OT(制御・運用技術)、プロダクトを活用する Lumada ソリ

ューションを通じてお客さまや社会の課題を解決します。デジタル、グリーン、イノベーションを原動力に、お客

さまとの協創で成長をめざします。2022年度(2023年 3月期)の連結売上収益は 10兆8,811億円、2023

年 3 月末時点で連結子会社は 696 社、全世界で約 32 万人の従業員を擁しています。 

https://www.mitsubishi-hc-capital.com/
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詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 

■お問い合わせ先 

株式会社日立製作所 Generative AI センター事務局 

問い合わせフォーム：https://www.hitachi.co.jp/lumada/inq/ 

以 上 

https://www.hitachi.co.jp/
https://www.hitachi.co.jp/lumada/inq/

